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開発許可制度運用指針改正案（新旧対照表）

（Ⅲ．個別的事項 Ⅲ－１～６）

改 正 案 現 行

Ⅲ．個別的事項 Ⅲ．個別的事項

Ⅲ－１ 法第４条関係 Ⅲ－１ 法第４条関係

Ⅲ－１－１ 法第４条第１１項に規定する特定工 Ⅲ－１－１ 法第４条第１１項に規定する特定工

作物の範囲 作物の範囲

（略） （略）

Ⅲ－１－２ 法第４条第１２項に規定する開発行 Ⅲ－１－２ 法第４条第１２項に規定する開発行

為の定義 為の定義

（ ） 「 」（ ） 「 」１ 法第２９条の規制の対象となる 開発行為 １ 法第２９条の規制の対象となる 開発行為

、 「 、 、 「 、とは 法第４条第１２項において 開発行為とは とは 法第４条第１２項において 開発行為とは

主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用 主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用

に供する目的で行う土地の区画形質の変更をい に供する目的で行う土地の区画形質の変更をい

う 」と定義されているが、 う 」と定義されているが、運用に当たっては、。 。これについては、総

論Ⅰ－２を参照にしたうえで することが望ましい。、運用に当たっては 次に定めるところを基準と、

することが望ましく、次に定めるところを基準と

例えば、単に一定規模以上の切土又は盛土を伴わ

ないことのみをもって 「形質」のみならず「区、

画」の変更にも当たらないとするようなことは、

法の趣旨を逸脱するものであることに留意すべき

である。

① 単なる分合筆は、規制の対象とはならないこ ① 単なる分合筆は、規制の対象とはならないこ

と。 と。

② 建築物の建築自体と不可分な一体の工事と認 ② 建築物の建築自体と不可分な一体の工事と認

められる基礎打ち、土地の掘削等の行為は、規制 められる基礎打ち、土地の掘削等の行為は、規制

の対象とはならないこと。従って、既に建築物の の対象とはならないこと。従って、既に建築物の

敷地となっていた土地又はこれと同様な状態にあ 敷地となっていた土地又はこれと同様な状態にあ

ると認められる土地においては、建築物の敷地と ると認められる土地においては、建築物の敷地と

しての土地の区画を変更しない限り、原則として しての土地の区画を変更しない限り、原則として

規制の対象とする必要はないと考えられること。 規制の対象とする必要はないと考えられること。

③ 農地等宅地以外の土地を宅地とする場合は、 ③ 農地等宅地以外の土地を宅地とする場合は、

原則として規制の対象とすること。 原則として規制の対象とすること。

④ 土地の利用目的、物理的形状等からみて一体 ④ 土地の利用目的、物理的形状等からみて一体

と認められる土地の区域について、その主たる利 と認められる土地の区域について、その主たる利

用目的が建築物に係るものでないと認められると 用目的が建築物に係るものでないと認められると

きは、規制の対象とはならないこと。 きは、規制の対象とはならないこと。

⑤ ⑤ 単なる形式的な区画の分割又は統合によって既成市街地や土地区画整理事業等の計画的な

建築物等を建築する行為開発が行われた区域における二次的な開発行為

単なる形式的な区（再開発型開発行為）における
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画の分割又は統合によって建築物等を建築する行

為

再開発型開発行為については、開発行為と建築

行為が時間的にも計画的にもきわめて密接な関連

を有して行われること、開発行為が行われる区域

の周辺において一定の水準の公共施設が整備され

ている場合も多いこと等、都市近郊において新市

街地の形成を図る開発行為とは異なった要素を有

していることから、都市計画の目的の実現という

観点からは改めて開発許可制度による規制を及ぼ

す必要がない場合もあることから、以下のように

取り扱うことが可能であると考えられる。

イ 建築物の建築に際し、切土、盛土等の造成工 イ 建築物の建築に際し、切土、盛土等の造成工

事を伴わず、かつ、従来の敷地の境界の変更につ 事を伴わず、かつ、従来の敷地の境界の変更につ

いて、既存の建築物の除却や、へい、かき、さく いて、既存の建築物の除却や、へい、かき、さく

等の除却、設置が行われるにとどまるもので公共 等の除却、設置が行われるにとどまるもので公共

施設の整備の必要がないと認められるものについ 施設の整備の必要がないと認められるものについ

ては、建築行為と不可分一体のものであり、開発 ては、建築行為と不可分一体のものであり、開発

行為に該当しないものとして取り扱うこと。 行為に該当しないものとして取り扱うこと。

ロ イの基準に基づいて運用を行うに際しては、 ロ イの基準に基づいて運用を行うに際しては、

開発行為に該当するか否かについて開発許可権者 開発行為に該当するか否かについて開発許可権者

が判断する必要があることから、開発許可の規制 が判断する必要があることから、開発許可の規制

対象規模以上の敷地で建築物等の建築を行うもの 対象規模以上の敷地で建築物等の建築を行うもの

については、建築確認担当部局の審査に先だち、 については、建築確認担当部局の審査に先だち、

開発許可担当部局が開発行為に該当するか否かの 開発許可担当部局が開発行為に該当するか否かの

判断を速やかに行うこととし、当該建築を行おう 判断を速やかに行うこととし、当該建築を行おう

とする者の求めに応じ都市計画法施行規則（以下 とする者の求めに応じ都市計画法施行規則（以下

「施行規則」という ）第６０条に規定する書面 「施行規則」という ）第６０条に規定する書面。 。

（以下単に「６０条証明書」という ）を交付す （以下単に「６０条証明書」という ）を交付す。 。

るものとするほか、建築確認担当部局と十分連絡 るものとするほか、建築確認担当部局と十分連絡

調整を図るとともに、この旨を事業者にも周知徹 調整を図るとともに、この旨を事業者にも周知徹

底を図ること。 底を図ること。

（２ 「山林現況分譲 「菜園分譲 「現況有姿 （２ 「山林現況分譲 「菜園分譲 「現況有姿） 」、 」、 ） 」、 」、

分譲」等 分譲」等

（略） （略）

（３）第二種特定工作物に係る併設建築物等 （３）第二種特定工作物に係る併設建築物等

① 第二種特定工作物に係る併設建築物等 ① 第二種特定工作物に係る併設建築物等

イ 物理的及び機能的にみて社会通念上運動・レ イ 物理的及び機能的にみて社会通念上運動・レ

ジャー施設等に不可分一体のものとして付属的に ジャー施設等に不可分一体のものとして付属的に

併設される管理事務所、休憩所、クラブハウス等 併設される管理事務所、休憩所、クラブハウス等

（以下「併設建築物」という ）については、主 （以下「併設建築物」という ）については、主。 。

として当該第二種特定工作物の建設を目的とした として当該第二種特定工作物の建設を目的とした

開発行為に包含されるものであるので、改めて当 開発行為に包含されるものであるので、改めて当

該併設建築物の建築についての開発許可又は建築 該併設建築物の建築についての開発許可又は建築

許可を行う必要はないこと。また、この第二種特 許可を行う必要はないこと。また、この第二種特
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定工作物に包含される併設建築物の範囲の判断基 定工作物に包含される併設建築物の範囲の判断基

準については、行政手続法に基づく審査基準（開 準については、行政手続法に基づく審査基準（開

発審査会への提案基準を含む ）の一内容として 発審査会への提案基準を含む ）の一内容として。 。

作成することが望ましい。 作成することが望ましい。

ロ 地方公共団体の中には、運動・レジャー施設

等の敷地内に一定の建築物が建築される場合に、

一律に当該建築物についての開発許可を必要とし

て取扱う運用を行っているものが見受けられる

、 、 、 、が 当該建築物の内容 規模 構造等によっては

第二種特定工作物に包含される併設建築物として

取扱うことが適当な場合があるので、法第３４条

第１０号イの審査基準を作成する際には、この点

についても十分に留意することが望ましい。

なお、第二種特定工作物の利用増進上宿泊機 なお、第二種特定工作物の利用増進上宿泊機ロ ハ

能が不可欠であり、かつ、周辺の状況等から判断 能が不可欠であり、かつ、周辺の状況等から判断

して当該工作物の敷地内に建築することに格段の して当該工作物の敷地内に建築することに格段の

合理性がある場合の宿泊施設である建築物につい 合理性がある場合の宿泊施設である建築物につい

ては、第二種特定工作物に包含される併設建築物 ては、第二種特定工作物に包含される併設建築物

には該当しない 、法第２９条又は第 には該当しない 、法第２９条又は第４３条の適ことに留意し が

４３条の適切な運用に努めることが望ましい。 切な運用に努めることが望ましい。

② １ｈａ未満の運動・レジャー施設に係る併設 ② １ｈａ未満の運動・レジャー施設に係る併設

建築物について 建築物について

イ １ｈａ未満の運動・レジャー施設に係る併設 イ １ｈａ未満の運動・レジャー施設に係る併設

建築物については、主として当該併設建築物の建 建築物については、主として当該併設建築物の建

築を目的とした行為でないため、それ自体として 築を目的とした行為でないため、それ自体として

は開発許可を要せず、また、法第４３条の規定の は開発許可を要せず、また、法第４３条の規定の

適用に当たっては、その規模、設計、配置、内容 適用に当たっては、その規模、設計、配置、内容

等に照らし実情に応じた取扱いをして差し支えな 等に照らし実情に応じた取扱いをして差し支えな

いこととしているが、１ｈａ未満の運動・レジャ いこととしているが、１ｈａ未満の運動・レジャ

ー施設に係る併設建築物については原則として建 ー施設に係る併設建築物については原則として建

築許可を行わないこととしている地方公共団体も 築許可を行わないこととしている地方公共団体も

見受けられるところである。しかし、１ｈａ未満 見受けられるところである。しかし、１ｈａ未満

の運動・レジャー施設に係る併設建築物について の運動・レジャー施設に係る併設建築物について

も、周辺の土地利用への影響の度合いや第二種特 も、周辺の土地利用への影響の度合いや第二種特

定工作物に係る併設建築物の取扱いとの権衡等を 定工作物に係る併設建築物の取扱いとの権衡等を

考慮し、法第４３条の規定による許可を積極的に 考慮し、法第４３条の規定による許可を積極的に

行うことが適当な場合があるので、同条の適用に 行うことが適当な場合があるので、同条の適用に

当たっては、この点について十分留意することが 当たっては、この点について十分留意することが

望ましい。 望ましい。

ロ イを踏まえつつ、１ｈａ未満の運動・レジャ ロ イを踏まえつつ、１ｈａ未満の運動・レジャ

ー施設に係る併設建築物の建築許可に係る審査基 ー施設に係る併設建築物の建築許可に係る審査基

準（開発審査会への提案基準を含む ）を行政手 準（開発審査会への提案基準を含む ）を行政手。 。

続法に基づき作成することが望ましい。 続法に基づき作成することが望ましい。

（４）その他 （４）その他

（略） （略）
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Ⅲ－２ 法第２９条関係 Ⅲ－２ 法第２９条関係

Ⅲ－２－１ 規制規模の引下げ（令第１９条第１ Ⅲ－２－１ 規制規模の引下げ（令第１９条第１

項ただし書関係） 項ただし書関係）

（略） （略）

Ⅲ－２－２ 第１項第２号関係 Ⅲ－２－２ 第１項第２号関係

（略） （略）

Ⅲ－２－３ 第１項第３号関係 Ⅲ－２－３ 第１項第３号関係

法第２９条第１項第３号及び令第２１条におい 法第２９条第１項第３号及び令第２１条におい

て、公益上必要な建築物 て、公益上必要な建築物の建築の用に供する目的のうち開発区域及びその

で行う開発行為は、開発許可の適用除外とされて周辺の地域における適正かつ合理的な土地利用及

の建築の いる。び環境の保全を図る上で支障がないもの

用に供する目的で行う開発行為は、開発許可の適 公益 建築物の建築の申請があった場合上必要な

、 、用除外とされている。 において ６０条証明書を交付するに当たっては

公益 建築 当該申請に係る公益施設の立地について、あらか開発許可が不要である公共 施設である

物の建築の申請があった場合において、６０条証 じめ、当該事案に係る担当部局と位置の選定、規

明書を交付するに当たっては、当該申請に係る 模、施設基準等について無秩序な市街化を防止し公

公益施設の立地について、あらかじめ、当該事 都市の健全な発展と秩序ある整備を図る観点から共

案に係る担当部局と位置の選定、規模、施設基準 連絡調整を図ることが望ましい。

等について無秩序な市街化を防止し都市の健全な

発展と秩序ある整備を図る観点から連絡調整を図

ることが望ましい。

Ⅲ－２－４ 第１項第４号関係

法第２９条第１項第４号に定める者のほか、独

立行政法人都市再生機構、独立行政法人鉄道建設

・運輸施設整備支援機構、日本郵政公社、日本下

水道事業団、独立行政法人空港周辺整備機構及び

地方住宅供給公社（都道府県等が設立したものに

限る ）については、法第２９条第１項第４号、。

同条第２項第２号及び法第４３条第１項第１号の

国又は地方公共団体とみなされて、これらの規定

による許可を要しないものとされている。

従って、これらの者が行う開発行為又は建築行

為については、許可の対象とはならないが、位置

の選定、規模、施設基準等について、都道府県等

と事前に調整しつつ、所管省において十分指導監

督し、みだりに市街化調整区域において、その趣

旨に反する開発行為等は行わないこととされてい

るので、この趣旨を十分踏まえて運用に当たるこ

とが望ましい。

（ ） （ ）Ⅲ－２－ 第１項第１１号 令第２２条第６号 Ⅲ－２－ 第１項第１１号 令第２２条第６号４ ５

関係 関係

本号の開発行為は、法第３４条第１号に該当す 本号の開発行為は、法第３４条第１号に該当す
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る開発行為のうち、更に開発行為の主体、立地、 る開発行為のうち、更に開発行為の主体、立地、

業種及び規模を限定したものであり、次のとおり 業種及び規模を限定したものであり、次のとおり

運用を行うことが望ましい。 運用を行うことが望ましい。

（法第３（１）立地については、既存集落の区域又は社会 （１）立地については、既存集落の区域

４条第１０号イの開発行為に係る区域を除く ）通念上これに隣接すると認められる区域に限られ 。

る。 又は社会通念上これに隣接すると認められる区域

に限られる。

（２）業種については 「日常生活に必要な物品 （２）業種については 「日常生活に必要な物品、 、

の販売、加工、修理等」の業務に限られるので、 の販売、加工、修理等」の業務に限られるので、

理容業、美容業等の「物品」に係らないサービス 理容業、美容業等の「物品」に係らないサービス

業等は、本号には該当しない。 業等は、本号には該当しない。

Ⅲ－２－ 都市計画区域外における開発許可の Ⅲ－２－ 都市計画区域外における開発許可の５ ６

在り方 在り方

（略） （略）

Ⅲ－２－ 開発区域が２以上の区域にわたる場 Ⅲ－２－ 開発区域が２以上の区域にわたる場６ ７

合の開発許可の適用 合の開発許可の適用

（略） （略）

Ⅲ－３ 法第３０条関係（開発許可申請に係る提 Ⅲ－３ 法第３０条関係（開発許可申請に係る提

出書類等の簡素化・統一化） 出書類等の簡素化・統一化）

（略） （略）

Ⅲ－４ 法第３２条関係 Ⅲ－４ 法第３２条関係

（略） （略）

Ⅲ－５ 法第３３条関係 Ⅲ－５ 法第３３条関係

Ⅲ－５－１ 第２号関係（道路に関する基準） Ⅲ－５－１ 第２号関係（道路に関する基準）

（略） （略）

Ⅲ－５－２ 第２号関係（公園、緑地又は広場に Ⅲ－５－２ 第２号関係（公園、緑地又は広場に

関する基準） 関する基準）

（略） （略）

Ⅲ－５－３ 第４号関係（開発許可制度における Ⅲ－５－３ 第４号関係（開発許可制度における

水道の取扱い） 水道の取扱い）

（略） （略）

（ ）Ⅲ－５－４ 第７号関係 Ⅲ－５－４ 第７号関係（宅造法政令改正時に改 擁壁の透水層の取扱い

正）

（１）大地震時における宅地災害防止のための基

準

具体的な基準の運用等については 「宅地防災、

マニュアル （平成○○年○月○日国都開第○○」

号）を参考とすることが望ましい。
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（２）擁壁の透水層の取扱い

擁壁の透水層の取扱いについては、宅地造成等 擁壁の透水層の取扱いについては、宅地造成等

規制法施行令第１０条、施行規則第２７条及び建 規制法施行令第１０条、施行規則第２７条及び建

築基準法施行令第１４２条により擁壁の裏面で水 築基準法施行令第１４２条により擁壁の裏面で水

抜き穴の周辺その他必要な場所には、砂利等の透 抜き穴の周辺その他必要な場所には、砂利等の透

、「 」 、 、「 」 、水層を設ける旨規定されており 砂利等 とは 水層を設ける旨規定されており 砂利等 とは

一般的には砂利、砂、砕石等を用いているところ 一般的には砂利、砂、砕石等を用いているところ

であるが、石油系素材を用いた「透水マット」の であるが、石油系素材を用いた「透水マット」の

使用についても、その特性に応じた適正な使用方 使用についても、その特性に応じた適正な使用方

法であれば、認めても差し支えない。 法であれば、認めても差し支えない。

また、適正な使用方法等については 「擁壁用 また、適正な使用方法等については 「擁壁用、 、

透水マット技術マニュアル （平成３年３月 社 透水マット技術マニュアル （平成３年３月 社」 」

団法人建築研究振興会）を参考とすることが望ま 団法人建築研究振興会）を参考とすることが望ま

しい。 しい。

Ⅲ－５－５ 第９号、第１０号関係（環境への配 Ⅲ－５－５ 第９号、第１０号関係（環境への配

慮義務） 慮義務）

（略） （略）

Ⅲ－５－６ 第１２号関係（申請者の資力・信用 Ⅲ－５－６ 第１２号関係（申請者の資力・信用

要件） 要件）

（略） （略）

（ ） （ ）Ⅲ－５－７ 第１３号関係 工事施行者の能力 Ⅲ－５－７ 第１３号関係 工事施行者の能力

（略） （略）

Ⅲ－５－８ 第１４号関係（関係権利者の同意） Ⅲ－５－８ 第１４号関係（関係権利者の同意）

（略） （略）

Ⅲ－５－９ 技術基準の強化 Ⅲ－５－９ 技術基準の強化

（略） （略）

Ⅲ－５－１０ 技術基準の緩和 Ⅲ－５－１０ 技術基準の緩和

（略） （略）

Ⅲ－５－１１ 最低敷地規模規制 Ⅲ－５－１１ 最低敷地規模規制

（略） （略）

良好な景観の形成に係る基準Ⅲ－５－１２

（１）法第３３条第５項の運用については、景観

行政担当部局に対し、必要に応じて開発許可制度

の概要、運用の状況、他の地方公共団体における

景観に係る開発許可基準の追加を行う条例（以下

「景観基準追加条例」という ）の制定状況等と。

いった景観基準追加条例の制定に必要な情報の提

供を実施する等、景観行政団体の良好な景観の形
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成に資する取組みに対する積極的な支援を講じる

ことが望ましい。

（２）都道府県知事への協議

市町村（指定都市、中核市、特例市及び全部事

務処理市町村を除く ）である景観行政団体が景。

観基準追加条例を制定しようとする場合におい

て、法第３３条第６項の規定に基づく都道府県知

事への協議があった場合には、当該景観行政団体

が定めようとする開発許可の追加基準が開発許可

事務の円滑な施行という観点から支障がないか否

かを判断することとする。

Ⅲ－６ 法第３４条関係（第 号以外） Ⅲ－６ 法第３４条関係（第 号 以外）１４ １０ ロ

Ⅲ－６－１ 一般的事項 Ⅲ－６－１ 一般的事項

（略） （略）

Ⅲ－６－２ 第１号関係 Ⅲ－６－２ 第１号関係

（１）本号は、その趣旨から、当該開発区域の周 （１）本号は、その趣旨から、当該開発区域の周

辺の市街化調整区域に居住する者を主たるサービ 辺の市街化調整区域に居住する者を主たるサービ

ス対象とすると認められるものに限定すべきもの ス対象とすると認められるものに限定すべきもの

と解されるので、著しく規模の大きい店舗等は、 と解されるので、著しく規模の大きい店舗等は、

この点からチェックすることが望ましい。 この点からチェックすることが望ましい。

（２）本号に該当する公共公益施設としては、い

わゆる生活関連施設である公共公益施設が想定さ

れ、例えば、主として開発区域の周辺居住者が利

用する保育所、学校（大学、専修学校及び各種学

校を除く ）や、主として周辺の居住者が利用す。

る診療所、助産所、通所系施設である社会福祉法

第２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設

又は更生保護事業法第２条第１項に規定する更生

（ 「 」保護事業の用に供する施設 以下 社会福祉施設

という ）等が考えられる。入所系施設である社。

会福祉施設については、主として当該開発区域の

周辺の地域に居住する者、その家族及び親族が入

所するための施設である建築物などが考えられ

る。

（ ）本号に該当する として、日常生活に （ ）本号に該当する として、日常生活に必３ 店舗等 ２ もの

必要な物品の小売業又は修理業、理容業、美容業 要な物品の小売業又は修理業、理容業、美容業等

等が考えられるが、当該地域の市街化の状況に応 が考えられるが、当該地域の市街化の状況に応じ

じて、住民の利便の用に供するものとして同種の て、住民の利便の用に供するものとして同種の状

状況にある地域においては通常存在すると認めら 況にある地域においては通常存在すると認められ

れる建築物の用に供する開発行為は、許可の対象 る建築物の用に供する開発行為は、許可の対象と

として取扱って差し支えないものと考えられる。 して取扱って差し支えないものと考えられる。従

従って、はり、きゅう、あん摩等の施設である建 って、はり、きゅう、あん摩等の施設である建築

築物、ガソリンスタンド及び自動車用液化石油ガ 物、ガソリンスタンド及び自動車用液化石油ガス

ススタンド（主としてその周辺の市街化調整区域 スタンド（主としてその周辺の市街化調整区域内
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内に居住する者の需要に応ずるとは認められない に居住する者の需要に応ずるとは認められないも

もの、例えば、高速自動車国道又は有料道路に接 の、例えば、高速自動車国道又は有料道路に接し

して設置されるガソリンスタンド並びに自動車用 て設置されるガソリンスタンド並びに自動車用液

。） 。）、 、液化石油ガススタンド等を除く 、自動車修理工 化石油ガススタンド等を除く 自動車修理工場

場、農林漁業団体事務所、農機具修理施設、農林 農林漁業団体事務所、農機具修理施設、農林漁家

漁家生活改善施設等は、本号に該当するものとし 生活改善施設等は、本号に該当するものとして取

て取り扱うことが可能であると考えられる。 り扱うことが可能であると考えられる。

（ ）本号に該当するもののうち令第２２条第６ （ ）本号に該当するもののうち令第２２条第６４ ３

号に該当するものは、許可が不要であるので留意 号に該当するものは、許可が不要であるので留意

すること。 すること 。が望ましい

（ ）本号の運用に当たり、市街化区域からの距 （ ）本号の運用に当たり、市街化区域からの距５ ４

離要件、同業種間の距離要件、業種ごとの支持世 離要件、同業種間の距離要件、業種ごとの支持世

、 、 、 、 、 、帯数 集落の隣近接要件 建築物に係る敷地規模 帯数 集落の隣近接要件 建築物に係る敷地規模

建築物の規模制限等を設けている例があるが、本 建築物の規模制限等を設けている例があるが、本

号は、当該開発区域の周辺の市街化調整区域に居 号は、当該開発区域の周辺の市街化調整区域に居

住している者を主たるサービス対象とすると認め 住している者を主たるサービス対象とすると認め

られるものに許可を与える趣旨であり、これら基 られるものに許可を与える趣旨であり、これら基

準を一律に適用した場合、合理性を欠くことにな 準を一律に適用した場合、合理性を欠くことにな

るおそれがあるので、その運用が硬直的にならな るおそれがあるので、その運用が硬直的にならな

いよう留意するとともに、特に市街化区域からの いよう留意するとともに、特に市街化区域からの

距離を一律に定め運用している例、同業種間の距 距離を一律に定め運用している例、同業種間の距

離を一律に定め運用している例については、法の 離を一律に定め運用している例については、法の

趣旨に照らして行き過ぎた運用とならないよう基 趣旨に照らして行き過ぎた運用とならないよう基

準自体の見直しを検討することが望ましい。 準自体の見直しを検討することが望ましい。

Ⅲ－６－３ 第２号関係 Ⅲ－６－３ 第２号関係

（略） （略）

Ⅲ－６－４ 第４号関係 Ⅲ－６－４ 第４号関係

（略） （略）

Ⅲ－６－５ 第 号関係 Ⅲ－６－５ 第 号関係７ ６

（略） （略）

Ⅲ－６－６ 第 号、第 号関係 Ⅲ－６－６ 第 号、第 号関係８ ９ ７ ８

令第２９条の 及び令第２９条の に基づく建築 令第２９条の 及び令第２９条の に基づく建築６ ７ ５ ６

物等は、火薬類取締法に基づく火薬類の製造所、 物等は、火薬類取締法に基づく火薬類の製造所、

火薬庫である建築物等、道路の円滑な交通を確保 火薬庫である建築物等、道路の円滑な交通を確保

するために適切な位置に設けられる道路管理施 するために適切な位置に設けられる道路管理施

設、休憩所又は給油所等である建築物等である。 設、休憩所又は給油所等である建築物等である。

Ⅲ－６－７ 第１０号関係

市街化調整区域内における地区計画について

は、都市計画運用指針Ⅳ－２－１Ｇを参照するこ

と。
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Ⅲ－６－ 第 号関係 Ⅲ－６－ 第 号 関係８ １１ ７ ８ の３

（ ） 、 、（ ） 、 、１ 本規定は 市街化区域に隣接し又は近接し １ 本規定は 市街化区域に隣接し又は近接し

自然的社会的諸条件から一体的な日常生活圏を構 自然的社会的諸条件から一体的な日常生活圏を構

成していると認められ、かつ、おおむね５０戸以 成していると認められ、かつ、おおむね５０戸以

上の建築物が連たんしている区域は、既に相当程 上の建築物が連たんしている区域は、既に相当程

度公共施設が整備されており、又は、隣接、近接 度公共施設が整備されており、又は、隣接、近接

する市街化区域の公共施設の利用も可能であるこ する市街化区域の公共施設の利用も可能であるこ

とから開発行為が行われたとしても、積極的な公 とから開発行為が行われたとしても、積極的な公

共投資は必ずしも必要とされないとの考えで設け 共投資は必ずしも必要とされないとの考えで設け

られたものである。区域の設定にあっては市街化 られたものである。区域の設定にあっては市街化

区域に隣接又は近接していること、自然的社会的 区域に隣接又は近接していること、自然的社会的

諸条件から一体的な日常生活圏を構成していると 諸条件から一体的な日常生活圏を構成していると

認められること、おおむね５０戸以上の建築物が 認められること、おおむね５０戸以上の建築物が

連たんしていること、これらの要件すべてを満た 連たんしていること、これらの要件すべてを満た

す区域を設定する必要があり、いずれかの要件の す区域を設定する必要があり、いずれかの要件の

み満たすだけの区域設定は行うことはできない。 み満たすだけの区域設定は行うことはできない。

また、市街化調整区域が用途地域等、都市施設の また、市街化調整区域が用途地域等、都市施設の

都市計画決定、市街地開発事業が予定されないと 都市計画決定、市街地開発事業が予定されないと

いう基本的な性格を踏まえて、開発が行われるこ いう基本的な性格を踏まえて、開発が行われるこ

とによりスプロールが生じることのないよう、開 とによりスプロールが生じることのないよう、開

発区域の周辺の公共施設の整備状況や市街化調整 発区域の周辺の公共施設の整備状況や市街化調整

区域全域における土地利用の方向性等を勘案して 区域全域における土地利用の方向性等を勘案して

、 。 、 。適切な区域設定 用途設定を行うことが望ましい 適切な区域設定 用途設定を行うことが望ましい

（２）市街化区域に隣接し又は近接し、自然的社 （２）市街化区域に隣接し又は近接し、自然的社

会的諸条件から一体的な日常生活圏を構成してい 会的諸条件から一体的な日常生活圏を構成してい

ると認められ、かつおおむね５０戸以上の建築物 ると認められ、かつおおむね５０戸以上の建築物

が連たんしている区域の判断については次に掲げ が連たんしている区域の判断については次に掲げ

る事項に留意することが望ましい。 る事項に留意することが望ましい。

① 「市街化区域に隣接」する地域とは、市街化 ① 「市街化区域に隣接」する地域とは、市街化

区域に隣りあって接している地域であること。 区域に隣りあって接している地域であること。

② 「市街化区域に近接」する地域とは、当該市 ② 「市街化区域に近接」する地域とは、当該市

街化調整区域の規模、奥行きその他の態様、市街 街化調整区域の規模、奥行きその他の態様、市街

化区域との位置的関係、集落の形成の状況に照ら 化区域との位置的関係、集落の形成の状況に照ら

して判断されるものであるが、市街化区域との境 して判断されるものであるが、市街化区域との境

界線からの距離をもって判断する場合は、少なく 界線からの距離をもって判断する場合は、少なく

とも、当該距離が数百ｍ程度の範囲内の区域は近 とも、当該距離が数百ｍ程度の範囲内の区域は近

接する地域に含まれること。 接する地域に含まれること。

③ 「自然的社会的諸条件から市街化区域と一体 ③ 「自然的社会的諸条件から市街化区域と一体

的な日常生活圏を構成していると認められる地 的な日常生活圏を構成していると認められる地

域」とは、地形、地勢、地物等の状況及び文教、 域」とは、地形、地勢、地物等の状況及び文教、

公益、利便、交通施設等の利用状況等に照らし、 公益、利便、交通施設等の利用状況等に照らし、

市街化区域と一体的な関係をもった地域をいうこ 市街化区域と一体的な関係をもった地域をいうこ

と。 と。

④ 「自然的条件」については、河川、山林、高 ④ 「自然的条件」については、河川、山林、高

速道路等が存し、かつ、明らかに日常生活圏が分 速道路等が存し、かつ、明らかに日常生活圏が分

断されているか否かという観点から判断するこ 断されているか否かという観点から判断するこ
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と。 と。

⑤ 「社会的条件」については、同一の字、町内 ⑤ 「社会的条件」については、同一の字、町内

会組織、小学校区等の生活圏単位のほか、住民の 会組織、小学校区等の生活圏単位のほか、住民の

日常生活に密接に関連する生活利便施設、公益的 日常生活に密接に関連する生活利便施設、公益的

施設又は利用交通施設の利用形態の共通性等に照 施設又は利用交通施設の利用形態の共通性等に照

らし、総合的に判断すること。 らし、総合的に判断すること。

⑥ 「おおむね５０以上の建築物の連たん」する ⑥ 「おおむね５０以上の建築物の連たん」する

区域を条件とすることについては、建築物が一定 区域を条件とすることについては、建築物が一定

程度集積し市街化が進んでいること、また、公共 程度集積し市街化が進んでいること、また、公共

施設の整備もある程度進んでいると考えられる区 施設の整備もある程度進んでいると考えられる区

域であるからである。これに対し、市街化区域に 域であるからである。これに対し、市街化区域に

隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件 隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件

から市街化区域と一体的日常生活圏を構成してい から市街化区域と一体的日常生活圏を構成してい

ると認められる地域であっても、建築物が一定程 ると認められる地域であっても、建築物が一定程

度集積していない地域においては、一般的に公共 度集積していない地域においては、一般的に公共

施設の整備がそれほど進んでいないと考えられ、 施設の整備がそれほど進んでいないと考えられ、

このような地域において開発行為を原則容認して このような地域において開発行為を原則容認して

いくことは、新たな公共投資を要する可能性を生 いくことは、新たな公共投資を要する可能性を生

じさせるものであり、このような区域を対象とす じさせるものであり、このような区域を対象とす

ることは、市街化を抑制すべき区域である市街化 ることは、市街化を抑制すべき区域である市街化

調整区域の趣旨に反するものであること。 調整区域の趣旨に反するものであること。

（３）令第２９条の において、市街化区域に隣 （３）令第２９条の において、市街化区域に隣８ ７

接し又は近接し、自然的社会的諸条件から一体的 接し又は近接し、自然的社会的諸条件から一体的

な日常生活圏を構成していると認められ、かつお な日常生活圏を構成していると認められ、かつお

おむね５０戸以上の建築物が連たんしている区域 おむね５０戸以上の建築物が連たんしている区域

には、原則として、優良な農地等、優れた自然の には、原則として、優良な農地等、優れた自然の

風景を維持する等のため保全すべき区域、災害の 風景を維持する等のため保全すべき区域、災害の

発生のおそれがある区域を含まないこととされて 発生のおそれがある区域を含まないこととされて

いる。具体的には、農業振興地域の整備に関する いる。具体的には、農業振興地域の整備に関する

法律（以下「農振法」という ）に規定する農用 法律（以下「農振法」という ）に規定する農用。 。

地区域（以下「農用地区域」という 、農地法に 地区域（以下「農用地区域」という 、農地法に。） 。）

基づく農地転用が見込まれない農地（甲種農地及 基づく農地転用が見込まれない農地（甲種農地及

び第１種農地 、森林法に規定する保安林等の区 び第１種農地 、森林法に規定する保安林等の区） ）

域が考えられる。また、当該区域は市街化調整区 域が考えられる。また、当該区域は市街化調整区

域の他の地域への影響が大きいものであることに 域の他の地域への影響が大きいものであることに

鑑み、都市計画区域マスタープラン等との整合を 鑑み、都市計画区域マスタープラン等との整合を

図りつつ環境の保全にも配慮した運用を行うこと 図りつつ環境の保全にも配慮した運用を行うこと

が望ましく、関係部局との調整を含め適切な運用 が望ましく、関係部局との調整を含め適切な運用

を行うことが望ましい。 を行うことが望ましい。

この他、区域指定に当たっては、次に掲げる事 この他、区域指定に当たっては、次に掲げる事

項に留意することが望ましい。 項に留意することが望ましい。

① 条例で区域を指定する際に、農地等が含まれ ① 条例で区域を指定する際に、農地等が含まれ

る場合には、農林漁業との健全な調和を図り、ま る場合には、農林漁業との健全な調和を図り、ま

た、農地転用許可事務と相互の事務処理の円滑化 た、農地転用許可事務と相互の事務処理の円滑化

を図る観点から、開発許可担当部局と農地転用担 を図る観点から、開発許可担当部局と農地転用担

当部局の間において十分連絡調整を行うことが望 当部局の間において十分連絡調整を行うことが望
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ましいこと。また、当該区域内に４ｈａを超える ましいこと。また、当該区域内に４ｈａを超える

農地等が含まれるときには、都道府県農地転用担 農地等が含まれるときには、都道府県農地転用担

当部局を通じて地方農政局農地転用担当部局との 当部局を通じて地方農政局農地転用担当部局との

間において十分連絡調整を行うこと。 間において十分連絡調整を行うこと。

② 条例で指定する区域には、原則として、森林 ② 条例で指定する区域には、原則として、森林

は含めないことが望ましいが、例外的に含まれる は含めないことが望ましいが、例外的に含まれる

場合であっても、その森林は宅地に介在する森林 場合であっても、その森林は宅地に介在する森林

に限ること。なお、当該区域にやむを得ず森林が に限ること。なお、当該区域にやむを得ず森林が

含まれることとなる場合には、都道府県の開発許 含まれることとなる場合には、都道府県の開発許

可担当部局は林務担当部局と十分調整を行うこ 可担当部局は林務担当部局と十分調整を行うこ

と。また、やむを得ず国有林野及び公有林野等官 と。また、やむを得ず国有林野及び公有林野等官

公造林地が含まれることとなる場合には、都道府 公造林地が含まれることとなる場合には、都道府

県の開発許可担当部局は関係森林管理局と十分調 県の開発許可担当部局は関係森林管理局と十分調

整を行うこと。 整を行うこと。

（４）当該区域の指定に当たっては、技術基準の （４）当該区域の指定に当たっては、技術基準の

強化や建ぺい率、容積率等の建築規制等を併せて 強化や建ぺい率、容積率等の建築規制等を併せて

実施することによりスプロールのおそれが生じな 実施することによりスプロールのおそれが生じな

い場合にも区域に編入することは可能と考える い場合にも区域に編入することは可能と考える

が、この場合には、法第４３条の建築許可の際に が、この場合には、法第４３条の建築許可の際に

公共施設の整備を求めることができないことに留 公共施設の整備を求めることができないことに留

意することが望ましい。 意することが望ましい。

（５）また、環境上支障がある用途については、 （５）また、環境上支障がある用途については、

隣接又は近接する市街化区域の用途を参考に定め 隣接又は近接する市街化区域の用途を参考に定め

ることも考えられるが、周辺の区域の状況、まち ることも考えられるが、周辺の区域の状況、まち

づくりの方針等に照らして適切に定めることが望 づくりの方針等に照らして適切に定めることが望

ましく、用途の概念については、法及び建築基準 ましく、用途の概念については、法及び建築基準

法で定められている用途地域等における定め方を 法で定められている用途地域等における定め方を

参考にすることが望ましい。また、商工行政との 参考にすることが望ましい。また、商工行政との

整合性の確保の観点から、関係部局と十分連絡調 整合性の確保の観点から、関係部局と十分連絡調

整を行うとともに、商工関係者等住民からも幅広 整を行うとともに、商工関係者等住民からも幅広

く意見を求めることが望ましい。 く意見を求めることが望ましい。

Ⅲ－６－ 第 号関係 Ⅲ－６－ 第 号 関係９ １２ ８ ８ の４

（１）開発審査会の審査基準のうち定型的なもの （１）開発審査会の審査基準のうち定型的なもの

は原則条例化することが可能であり、実務の積み は原則条例化することが可能であり、実務の積み

重ねがあるものは条例化の対象となるものと考え 重ねがあるものは条例化の対象となるものと考え

られる。 られる。

条例の内容は、区域、目的、予定建築物等の用 条例の内容は、区域、目的、予定建築物等の用

途の組合わせで定められるが、開発審査会の基準 途の組合わせで定められるが、開発審査会の基準

に技術基準等に関する特別な条件を設けている場 に技術基準等に関する特別な条件を設けている場

合は、これらの条件についても条例等により明示 合は、これらの条件についても条例等により明示

することが望ましい。 することが望ましい。

条例の制定は、開発許可基準の明確化と開発許 条例の制定は、開発許可基準の明確化と開発許

可手続の迅速化、簡素化に資するものであること 可手続の迅速化、簡素化に資するものであること

から、開発審査会で包括承認等の取扱いを行って から、開発審査会で包括承認等の取扱いを行って

いる開発行為については積極的に条例の対象とす いる開発行為については積極的に条例の対象とす
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ることが望ましい。 ることが望ましい。

（２）審査基準として定められているものの他に （２）審査基準として定められているものの他に

も定型的なものであれば開発審査会の承諾を受け も定型的なものであれば開発審査会の承諾を受け

て条例化することも可能であ 既 て条例化することも可能であ 既存集落の計画る。したがって、 り、

存集落の計画的な整備等について都市計画区域の 的な整備等について都市計画区域のマスタープラ

マスタープラン等と整合を図りつつ条例の制定を ン等と整合を図りつつ条例の制定を行う等地域の

行う等地域の実情に沿った運用 実情に沿った運用 条例制が可能であるが、 を行うことが望ましい。

条例制定に当たっては、 定に当たっては、開発審査会の承諾の他、区域内対象とされる開発行為が

に存する市町村の意向に十分配慮することが望ま「開発区域の周辺における市街化を促進するおそ

しい。れがないと認められ、かつ、市街化区域内におい

て行うことが困難又は著しく不適当」なものであ

ることが定型的に認められるものである必要があ

開発審査会の承諾の他、区域内に存する市町り、

村の意向に十分配慮することが望ましい。

（３）条例で区域を指定する場合には、Ⅲ－６－ （３）条例で区域を指定する場合には、Ⅲ－６－

（３）と同様の措置を講ずることが望ましい。 （３）と同様の措置を講ずることが望ましい。８ ７

また、商工行政との整合性の確保の観点から、関 また、商工行政との整合性の確保の観点から、関

係部局と十分連絡調整を行うとともに、商工関係 係部局と十分連絡調整を行うとともに、商工関係

者等住民からも幅広く意見を求めることが望まし 者等住民からも幅広く意見を求めることが望まし

い。 い。

Ⅲ－６－ 第 号関係 Ⅲ－６－ 第 号関係１０ １３ ９ ９

（略） （略）

Ⅲ－６－１０ 第１０号イ関係（一般則）

法第３４条第１０号イによる許可の運用につい

ては、次の各要件に該当することを基本的考え方

とし、市街化区域内における市街化の状況等から

みて当該都市計画区域内において計画的な市街化

を図る上に支障がないと認めるものについて、許

可するように取り扱うことが望ましい。また、市

街化調整区域における影響に鑑みて、都市計画区

域のマスタープラン等との整合に十分注意するこ

とが望ましい。

（１）市街化区域内における市街化の動向からみ

て、当該開発区域の位置及び予定建築物

の用途が、合理的な土地利用を図る上で支障とな

らないこと。

（ ） 、 、２ 当該開発区域の大部分が 集団的優良農地

災害防止のため保全すべき土地、近郊

緑地特別保全地区等として積極的に保全すべき土

地でないこと。

（３）当該開発行為の位置及び自然的条件からみ

て、交通施設、排水施設その他の施設の計画に支

障をきたすおそれがないこと。

（４）当該開発行為に関して必要となる公共施設
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等を、開発行為を行う者が自らの負担において整

備すること。

（５）一定の期間内に良好な宅地として造成され

ることが確実であること。

（６）宅地需給が逼迫していると認められる都市

計画区域及び市街化区域内における宅地供給の状

況に照らし市街化調整区域でも特にこれを促進す

る必要があると認められる都市計画区域において

行おうとする開発行為に対する法第３４条第１０

号イの適用に関しては、上記（１）から（５）の

趣旨を踏まえ、開発行為を行おうとする者との事

前の協議を積極的に行う等によりその適切な運用

を図ることが望ましい。

（７）地域における居住環境の改善等に著しく寄

与すると認められ、かつ、地域の他の土地利用計

画等に照らして適切であると認められる計画的な

開発に対しては、積極的に法第３４条第１０号イ

の審査の対象とすることが望ましい。

（８）特に、地区計画や建築協定の策定を伴う開

発行為であって他の土地利用規制との調整を了し

たものについては、開発区域の特性にふさわしい

良好な環境が将来にわたって保持されるものであ

ることから、法第３４条第１０号イの運用につい

ては、特段の配慮を行うことが望ましい。また、

地区計画や建築協定の策定を伴うことにより、隣

接又は近接して行われる複数の計画的な開発が相

互に連携し、一体的でより良好な環境の市街地の

形成が図られると認められる場合であって、当該

開発事業者の連名による一つの許可申請が行われ

るときには、複数の計画的な開発を一体として開

発規模要件を適用し、法第３４条第１０号イの積

極的な運用を図るよう努めることが望ましい。な

お 「近接」の判断については、複数の開発区域、

の間に道路、小規模な公園等の公共施設が介在す

る場合を意味しており、各々の開発区域相互がそ

れら介在する公共施設を含めて全体として計画的

かつ一体的に設計されていると認められる場合に

適用することが望ましい。

（９）開発行為に係る許可と同時又は許可後工事

完了公告を行うまでの間に当該開発行為を前提と

した建築協定が策定された後、当該開発行為が行

われないことが明らかとなった場合には、速やか

にこれに対応した当該建築協定の変更を行うよう

開発事業者等を指導すること。

（10）集落地域整備法第３条の集落地域において

は、集落地区計画により営農条件と調和のとれた
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良好な居住環境の確保と適正な土地利用が図られ

るよう努めること。

（11）次に掲げる場合は、あらかじめそれぞれ各

項目の括弧内に掲げる者の意見を聴く（②の場合

にあっては当該者に連絡する）等その取扱いに留

意することが望ましい。

① 公共用飛行場の周辺において主として住宅の

建築の用に供する目的で開発行為が

行われる場合であって、当該開発区域において航

空機による著しい騒音被害が発生するおそれがあ

ると認められる場合（関係の地方航空局及び空港

担当部局）

② 防衛施設の周辺において開発行為が行われる

ことにより、当該防衛施設に関連し

て騒音、振動その他の著しい被害の発生を招くお

それがあると認められる場合（防衛施設庁の関係

施設局）

③ 総合治水対策特定河川及びこれに準ずると認

められる河川の流域の土地の区域で

開発行為が行われることにより、下流において溢

水、湛水等による災害が発生するおそれがある場

合（関係の河川管理者）

④ 河川氾濫区域、海岸高潮浸水予想区域、砂防

指定地、地すべり防止区域若しくは

急傾斜地崩壊危険区域内の土地又は土石流危険渓

流、地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所若

しくはこれらに隣接する土地の区域で開発行為が

行われることにより、溢水、湛水等による災害が

発生するおそれがある場合（関係の河川管理者、

海岸管理者又は地方整備局、北海道開発局、沖縄

総合事務局若しくは都道府県の砂防、地すべり防

止等の担当部局）

⑤ 住宅の建築の用に供する目的で開発行為が行

われる場合であって、当該開発区域

において既存の乗合バス等の大量公共交通機関を

利用することが著しく困難であると認められると

き （関係の運輸局又は運輸支局）。

Ⅲ－６－１１ 第１０号イ関係（令第３１条ただ

し書）

令第３１条ただし書に基づく条例の制定及びそ

の適正な運用について、特に、主として住宅の建

築の用に供する目的で行われる開発行為のうち、

地域における居住環境の改善等に著しく寄与する

、 、 、と認められ かつ 都市計画区域マスタープラン

地域の土地利用計画等地域開発に関する構想等に
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照らして適切であると認められるものについて

は、積極的に同条例に基づく審査の対象とする等

により制度の適切な運用を図ることが望ましい。

また、条例適用開発行為について許可を行おうと

するときは、あらかじめ都市計画担当部局に連絡

することが望ましい。

令第３１条ただし書に基づく条例の制定及び開

発許可事務の執行に当たっては、次に掲げる事項

に留意することが望ましい。

（１）条例の制定

① 条例の制定又は改廃については、あらかじめ

関係市町村の意見を聴くとともに、関係部局間に

おいても十分調整を行うこと。

② 令第３１条ただし書の規定により「区域」を

限る場合には、原則として都市計画区域を単位と

して行うこと。

③ 条例の制定又は改廃に当たり、首都圏の近郊

緑地保全区域、近畿圏の保全区域又は中部圏の保

全区域が対象区域内に存する場合においては、そ

の取扱いを慎重に行うとともに、法第３４条第１

０号イの趣旨を踏まえ、環境の保全、上水道の円

滑な整備等の観点からあらかじめ環境、水道及び

都市計画担当部局と連絡調整を行うこと。

また、投機的な土地取引の防止の観点から国土

利用計画担当部局に対しては、その旨連絡するこ

と。

（２）対象となる開発行為

「産業の振興、居住環境の改善その他都市機能

」 、の維持又は増進に著しく寄与する開発行為 には

原則として次に掲げるものが該当すると考えられ

る。

① 主として住宅の建築の用に供する目的で行わ

れる開発行為

イ 主として地域住民の居住の用に供する目的で

行われるもの

ロ 人口の流出等による地域社会の停滞等を防止

するため新規住民の積極的な導入 及び定着を図

ることを目的として行われるもの

ハ イ及びロに掲げるもののほか、地域の経済社

会活動の活性化、地域社会の整備、

発展等に著しく寄与すると認められるもの、計画

的な住宅地の開発を誘導すべきことにつき都市計

画担当部局が農林担当部局と農林業上の土地利用

及び水利用との調整を了している区域において行

われるもの

② 主として住宅以外の建築物又は第一種特定工
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作物の建築又は建設の用に供する目的で行われる

開発行為については、次のような地域の振興又は

発展を図るための計画で、想定される開発行為の

内容、位置、規模等がある程度具体的に定められ

ているものに基づき行われるものについて、許可

の対象とすることが望ましい。

イ 法律に基づき策定された計画

ロ 都道府県知事が策定した計画

ハ 市町村が策定した計画で、都道府県知事の認

、 。 、「 、 」定 承認等を受けたもの なお 認定 承認等

には法令等に根拠のあるもの以外のものが含まれ

るので、この場合においては、開発許可担当部局

において、関係部局への通知を含め円滑な事務処

理を行うよう十分配慮すること。

ニ 市町村議会の議決を経て策定された計画で、

都道府県の定める中長期の整備開発計画等の上位

計画と整合性がとれているもの

③ 令第３１条本文の要件を満たす開発行為とし

て許可の対象となり得る規模及び内容を備えた開

発構想（当該開発構想の対象区域に関して、土地

の取得状況、公共施設の管理者の同意等の調整の

進捗状況、工事資金調達の見通し等を勘案し、そ

の実現が確実と認められるものに限る ）に基づ。

き、その段階的な施行として行われるもの

④ 主として住宅以外の建築物又は第一種特定工

作物の建築又は建設の用に供する目的で行われる

開発行為と一体として行われるものその他鉄道若

しくは軌道の駅、大学等の公共公益施設又は地域

の振興に寄与すると認められる工場、研究所等の

新設、増設等に関連してこれらの施設と一体的な

整備を図ることを目的として行われるもの

（３ （２）以外に、特に次の要件に該当するも）

のについて運用することが望ましい。

① 原則として、市街化区域又は市街化調整区域

内の既成市街地若しくはこれに準ずる既存集落

（以下「市街化区域等」という ）に隣接し、又。

は近接する地域（主として住宅の建築の用に供す

る目的で行われる開発行為にあっては、経済的社

会的諸条件から市街化区域等と一体的な日常生活

圏を構成するものとして計画的な整備を図ること

が適当と認められる地域であること ）において。

行われるものであること。

ただし、次のような場合には、関係部局等と関

係事項につき調整のうえこれによらないことがで

きるものであること。

イ 市街化区域等に隣接し、又は近接する地域に
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優良農用地等が集団的に存在し、かつ、その外延

部に遊休地等が存在する場合であって、当該遊休

地等を活用することがその地域の土地利用上適切

と認められる場合

ロ 工場の移転跡地等の既存の宅地を活用する場

合

ハ 研究施設等の特別な施設で、その施設の性格

からこれによることが適当でない と認められる

ものの設置を目的とする場合

なお 「これに準ずる既存集落」とは、鉄道若、

しくは軌道の駅又は市町村役場、区役所若しくは

これらの支所等の公共施設が存するものを指すこ

と 「関係部局等と関係事項につき調整のうえ」、

とは、開発区域内に農地若しくは採草放牧地、こ

れらの土地以外の土地で農用地区域内に含まれる

もの又は地域森林計画対象民有林が存する場合

に、あらかじめ農林担当部局と協議、調整を図る

ことを指すものであり、開発構想の対象区域全体

について一括して調整を行うものとすること。

② 開発行為に伴い必要となる道路、義務教育施

設、水道等の公共公益施設が周辺の

地域に適切に配置、整備されており、かつ、その

容量からみて当該開発行為を受け入れる余裕があ

ること（当該開発行為と併せてこれらの施設の増

改築等が行われることにより、これと同等以上の

状態になることが確実と認められる場合を含

む 。。）

③ 周辺の地域における農林業との土地利用及び

水利用の調整が十分図られているこ と。

④ ②及び③に関連して、特に排水問題について

周辺の土地改良区と十分調整が図ら れているこ

と。

⑤ 市街化区域に立地しないことについて相当の

。 、 、理由があると認められること なお この趣旨は

市街化調整区域への立地の可否について法第３４

条第１０号ロの「市街化区域において行うことが

困難又は著しく不適当と認められるもの」と同程

度の判断を求めるものではない。

⑥ 周辺における市街化を誘発するおそれがない

と認められること。

⑦ 次に掲げる場合は、①から⑥に併せて、あら

かじめそれぞれ各項目の括弧内に掲

げる者の意見を聴く（ロの場合にあっては当該者

） 。 、に連絡する 等その取扱いに留意すること また

（１）③に掲げる保全区域等が開発区域内に存す

る場合並びに下記イ及びロに掲げるもののほか開
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発行為が行われることにより騒音、振動、大気汚

染、水質汚濁等による環境の悪化が生じるおそれ

のある場合にも、慎重な審査を行う等その取扱い

に留意すること。

イ 公共用飛行場の周辺において主として住宅の

建築の用に供する目的で開発行為

が行われる場合であって、当該開発区域において

航空機による著しい騒音被害が発生するおそれが

あると認められる場合（関係の地方航空局及び空

港担当部局）

ロ 防衛施設の周辺において開発行為が行われる

ことにより、当該防衛施設に関連

して騒音、振動その他の著しい被害の発生を招く

おそれがあると認められる場合（防衛施設庁の関

係施設局）

ハ 総合治水対策特定河川及びこれに準ずると認

められる河川の流域の土地の区域

で開発行為が行われることにより、下流において

溢水、湛水等による災害が発生するおそれがある

場合（関係の河川管理者）

ニ 河川氾濫区域、海岸高潮浸水予想区域、砂防

指定地、地すべり防止区域若しく

は急傾斜地崩壊危険区域内の土地又は土石流危険

渓流、地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所

若しくはこれらに隣接する土地の区域で開発行為

が行われることにより、溢水、湛水等による災害

（ 、が発生するおそれがある場合 関係の河川管理者

海岸管理者又は地方整備局、北海道開発局、沖縄

総合事務局若しくは都道府県の砂防、地すべり防

止等の担当部局）

ホ 住宅の建築の用に供する目的で開発行為が行

われる場合であって、当該開発区

域において既存の乗合バス等の大量公共交通機関

を利用することが著しく困難であると認められる

とき （関係の運輸局又は運輸支局）。


